
平和安全法制施行後の自衛隊の活動状況など第5節

1 	平和安全法制に基づく新たな任務に向けた各種準備の推進など	平和安全法制に基づく新たな任務に向けた各種準備の推進など

1	 平和安全法制は、平和安全法制整備法（我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律（平成27年法律第76号））
及び国際平和支援法（国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律（平成27年法律第77号））か
ら構成されており、2016年3月29日に施行された。

1　各種準備の推進

2016年3月に平和安全法制1が施行され、防衛
省・自衛隊は、平和安全法制に基づく様々な新た
な任務について、制定された法制度・各種部内の
規則類の周知徹底、隊員教育のほか、様々な部隊
が実際に訓練をするために必要な教材などの整備
や教官の育成といった各種準備を進め、同年8月、
準備作業に一定の目途がたったことから、自衛隊
の各部隊において、必要な訓練を実施していくこ
ととした。また、日米など二国間あるいは多国間
の共同訓練においても、今後、関係国との調整の
うえで、平和安全法制に関する必要な訓練を実施
することとした。

2　主な訓練の実施状況

2017年7月、自衛隊法第95条の2の規定に基
づく米艦艇の防護に関する実動訓練を初めて実施
し、米海軍との関係強化などを図った。

同年7月から8月の間、多国間共同訓練「カー
ン・クエスト17」に参加して、国際平和協力法に
基づく国外では初の「宿営地の共同防護」及びい
わゆる「駆け付け警護」を含む国連平和維持活動
に関する訓練を実施し、各種能力の向上を図った。
さらに、2018年6月、多国間共同訓練「カーン・
クエスト18」に参加し、国際平和協力法に基づく
国外では初の「安全確保業務」に関する訓練を実
施した。2019年6月にも、多国間共同訓練「カー
ン・クエスト19」に参加し、いわゆる「駆け付け

警護」に関する訓練を実施した。
2018年9月にジブチにおいて、同年12月には

国内において、自衛隊法第84条の3の規定に基
づく在外邦人等の保護措置に関する訓練を実施
し、統合運用能力の向上及び関係機関との連携強
化を図った。

2019年1月から2月の間、多国間共同訓練「コ
ブラ・ゴールド19」に参加して、在外邦人等の保
護措置に関する訓練を実施し、統合運用能力の向
上を図るとともに、指揮所訓練において、国際平
和支援法に基づく協力支援活動に関する訓練など
を実施した。

同年12月には国内における在外邦人等保護措
置訓練を実施し、また、2020年1月から3月には
多国間共同訓練「コブラ・ゴールド20」への参加
を通じて、在外邦人等の保護措置に関する訓練を
実施した。

さらに、同年11月から12月にかけては、在外邦
人等保護措置にかかる統合運用能力の向上及び自
衛隊と関係機関との連携強化を図る目的で、統幕、
陸上総隊、陸自東部方面隊、警務隊、航空総隊、航
空支援集団、航空教育集団、空自補給本部などの
人員約300名が関係省庁との調整・連携を行いつ
つ、陸自朝霞訓練場や空自百里基地などにおいて、
令和2年度在外邦人等保護措置訓練を実施した。

そこでは、実動訓練として、①先遣調査チーム
の現地における活動、②派遣統合任務隊の現地に
おける一連の活動、③関係機関との連携について
訓練するとともに、指揮所訓練として、自衛隊と
関係機関との連携にかかる訓練を行った。

動画：令和2年度在外邦人等保護措置訓練
URL：https://twitter.com/jointstaffpa/status/1335881038006894592
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2 	米軍等の部隊の武器等防護（自衛隊法第95条の2）の警護の実績	米軍等の部隊の武器等防護（自衛隊法第95条の2）の警護の実績
自衛隊法第95条の2の規定に基づく米軍等の

部隊の武器等の防護として、2020年は、弾道ミ
サイルの警戒を含む情報収集・警戒監視活動の機
会に、米軍の艦艇に対して自衛隊の艦艇が4回、

共同訓練の機会に、米軍の航空機に対して自衛隊
の航空機が21回、合計25回の警護を実施した。

Ⅱ部5章3項7（米軍等の部隊の武器等の防護）p.199

3 	その他の取組・活動など	その他の取組・活動など
このほか、平和安全法制の施行を踏まえ、防衛

省・自衛隊は国際連携平和安全活動として2019
年4月から多国籍部隊・監視団（M

Multinational Force and Observers
FO）に司令部

要員を派遣している。また、2012年1月から
2017年5月末まで国連南スーダン共和国ミッ
ション（UNMISS）に派遣されていた南スーダン
派遣施設隊については、第11次要員からいわゆ
る「駆け付け警護」の任務を付与するとともに宿
営地の共同防護を行わせることとし、2016年11
月15日に「南スーダン国際平和協力業務実施計
画」の変更を閣議決定した。

日米物品役務相互提供協定（日米ACSA）につ
いては、平和安全法制の成立を受け、2016年9月

に新たな日米ACSAへの署名が行われ、2017年
4月に国会で承認され、同月に発効した。これに
より、平和安全法制の成立により自衛隊から米軍
に対して実施可能となった物品・役務の提供につ
いても、これまでの決済手続などと同様の枠組み
を適用できるようになった。

また、米国以外にも、オーストラリア、英国、フ
ランス及びカナダとの間で平和安全法制を踏まえ
た物品役務相互協定（ACSA）が発効している。
さらに、インドとの間でも2020年9月に日印
ACSAへの署名が行われた。

2章2節6項（後方支援）p.278
3章5節1項（国際平和協力活動の枠組みなど）p.362
3章5節2項（国連平和維持活動などへの取組）p.363
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